個人情報提供同意書

　

貴事業所から介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント（以下「支援サービス」という。）の提供を受けるに当たり、私及び私の親族等に関する個人情報を貴事業所以外の者へ提供することについて下記のとおり同意します。

記

１　　提供の目的

　　　（１）支援サービスを提供するため、当該サービスの実施機関や主治医等の関係機関に提供する必要がある場合

  　　（２）よりよい支援サービスを提供するため、サービス担当者会議において情報の共有が必要な場合

　　　（３）緊急事態発生の際に医療機関等に連絡及び説明をする必要がある場合

　　　（４）自立へ向けた介護予防の取り組みを検討するため、地域ケア会議等で使用する必要がある場合
２　　提供する個人情報
　　　　「介護予防・日常生活支援総合事業事業対象者申請書及び基本チェックリスト」の内容（又は要介護認定及び要支援認定に係る調査の内容、介護認定審査会による判定結果・意見及び主治医意見書）、利用者の基本情報、アセスメントシート、介護予防サービス・支援計画書、支援サービスに係る経過及び評価並びに基本健康診査に関する書類

３　　提供先
　　　　居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、介護保険施設、地域包括支援センター、介護予防・相談センター、主治医その他支援サービスの提供に必要な範囲で関係する者
　  令和　　年　　月　　日

    　　　　　  居宅介護支援事業所　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　利用者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　親族者氏名　　　　　　　　　　　　　　　 　印
（指定介護予防支援事業所）

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント契約書
　　　　　　　　　　（以下「利用者」という。）と、居宅介護支援事業所（以下「事業所」という。）及び大牟田市　　　　　　地区地域包括支援センター（以下「センター」という。）とは、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント（以下「支援サービス」という。）の提供に関し、次のとおり契約を締結します。
（契約の目的）

第１条　事業所は、利用者が可能な限り居宅において自立した生活が継続できるよう、介護予防サービス・支援計画書（以下「計画」という。）を作成するとともに、計画に基づいた適切な介護予防サービス等を受けることができるよう相談、連絡調整その他の便宜を行います。
（契約の期間と更新）
第２条　この契約の期間は、契約締結の日から１年間とします。ただし、契約期間満了の１か月前までに双方いずれかから文書による契約終了の申出がない場合は、自動更新するものとし、以後同様とします。
（支援サービスの担当者）
第３条　事業所は、利用者に対する担当職員（以下「担当者」という。）を選任します。
　２　担当者の選任に当たっては、利用者の状況と意向に配慮して行うとともに、担当者を変更する場合は、あらかじめ利用者と協議の上行います。
　３　事業所は、担当者に対し、専門職として常に利用者の立場に立ち、誠意をもって支援サービスを遂行するよう指導するとともに、必要な研修等の措置を講じます。
　４　担当者は、常に身分証明書を携行し、利用者やその家族から提示を求められたときは、いつでも提示します。
（支援サービスの内容）
第４条　利用者が提供を受ける支援サービスの内容は、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント重要事項説明書（以下「重要事項説明書」という。）に定めたとおりです。
　２　事業所は、重要事項説明書の内容について利用者及びその家族に説明します。
（その他の支援）
第5条 事業所は、利用者が介護保険サービスの利用を希望したときや、在宅での生活が困難になり介護保険施設への入所や医療施設への入院を希望したときは、紹介、連絡調整その他の支援を行います。
（緊急時の対応）
第6条 事業所は、現に支援サービスを行っている場合において、利用者の状態に急変が生じた
ときは、速やかに主治医に連絡をとるなど、必要な措置を講じます。
（個人情報の保護）
第7条 事業所は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の定めに従い、支援サービスの提供上知り得た利用者及びその親族に関する情報（この条において「個人情報」という。）の重要性を認識し、この契約の履行に当たって個人情報を取り扱うときは、個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱います。

２　事業所は、個人情報を支援サービスその他この契約に規定する支援以外に利用しません。この契約の終了後も同様とします。
　３　事業所は、支援サービスその他この契約に規定する支援に必要な場合において、個人情報を関係機関に提供するときは、あらかじめ文書により利用者の同意を得るものとします。
（中立義務）
第8条 事業所は、支援サービスの提供に当たっては公正中立に行い、特定の種類や居宅サービ
ス事業者に偏るような誘導及び指示は行わないものとします。
（損害賠償責任）
第9条 事業所は、支援サービスの提供に当たり、利用者に損害を及ぼした場合は、不可抗力の
場合を除き、利用者に対してその損害を賠償します。第７条に定める個人情報の保護に違反した場合も同様とします。

　２　前項の規定にかかわらず、利用者に故意又は過失が認められる場合は、事業所の損害賠償責任を減じることができるものとします。
（契約の自動終了）
第１０条　利用者が次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。
（1） 介護保険施設に入所したとき。
  （２）大牟田市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱第７条に規定する第１号事業の利用対象者でなくなったとき又は要介護認定において要介護と認定されたとき。
　（３）大牟田市から転出し、大牟田市の介護保険の被保険者とならなくなったとき。
　（４）亡くなったとき。
（苦情処理）
第１１条　事業所は、利用者からの苦情に対応する窓口を設置し、計画に基づいて提供した支援サービスやその他の支援に関しての希望や苦情などに対し、迅速かつ適切に対応します。
（解約権）
第１２条　利用者は、事業所に対して契約終了希望日の７日前までに文書で通知することにより、この契約を解約することができます。
　２　事業所は、やむを得ない事情がある場合は、利用者に対して契約終了希望日の１か月前までにその理由を示した文書で通知することにより、この契約を解約することができます。
（センターにおける対応）
第１３条　第１条から第１２条までの規定については、利用者が利用するサービスにより、センタ
ーが対応するものとして読み替えるものとします。

（その他）
第１４条　この契約に定められていない事項については、介護保険法令やその他の諸法令及び条例等の定めるところに従い、利用者と事業所及びセンターが誠意をもって協議するものとします。
重要事項説明書に基づいて重要事項の説明を受け、上記の契約を証するため、本書３通を作成し記名押印の上、各自その１通を保有するものとします。

重要事項説明者　

　事業所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　説明者　　　　　　　　　　　　　　
　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　利用者　住　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　 　　印
　　　　　　　　　　　　　　　署名代行者氏名　　　　　　　　　　　　　続柄（　　　　）
　　提供者（居宅介護支援事業所）　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者（管理者）　　　　　　　　　　　　　 印
　　　提供者（地域包括支援センター）　住　所　　大牟田市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　大牟田市　　地区地域包括支援センター
代表者 (管理者)　　　　　　　　　　　　　　印

